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        理事長  渡辺博史 

 

情報の集積は著しい。ある試算によると、2020 年に世界で作成される情報は 44ZB
に及ぶという（ZB:ゼタバイトとは一兆 GB：ギガバイトだそうであるから、なじみの

ある単位に換算すれば、44 兆 GB である、と言われてもまるでピンと来ないが・・）。

それが、世界各地で、個人、組織、公共団体、国際機関などの全ての段階で、分散的に

作成された上で、個別相対で交換されるだけでなく、流通、拡散をするようになり、か

つ、その相当部分の収集、集積が進行している。 

44ZB の中には、いわゆる個人のプライバシーに係る部分も含まれるが、それらが当

事者の意向に関わらず「広汎に」複数主体で共有されるようになっている。例えば、ネッ

トで出張予定先のホテルなり飲食店の検索をすると、その直後からは、利用するホーム

ページ上の広告記事が、その目的地域のものに絞り込まれていく。書籍の検索をすれば、

そのすぐ後に「この本に関心を持った他の読者は、こんな本も読んでいます」という推

薦が届けられる。既に、個人の関心、嗜好が集合的に把握される状況になっているので

ある。ネットに打ち込んだ情報が、どのような主体に利用されているかは、一定の制約

をかけられているとは思いつつも、分かりにくくなってきている。IoT の開発のために

は、ビッグ・データへのアクセスが必至ということで、各経済主体の有するデータの交

換、共有が開始されているのである。 

利用主体が、民間組織中心であれば、情報の売買、それに適した「価格付け」という

世界であり、それにプライバシー保護という観点から法律あるいは協定レベルでの制約

を付することは可能である。 

しかし、国家がその共有利用主体の一員、あるいは中核的存在となった場合には、様

相は大きく変化する。 

ユートピアの反対概念であるディストピアの典型は、ジョージ・オーウエルの「1984
年」、あるいはオルダス・ハックスリーの「素晴らしい新世界」に活写されている。そ

こでは、国民の全ての情報を保持し、それをベースに国民を生活の全側面においてコン

トロールするビッグ・マザーが支配する巨大国家といった陰鬱な世界が描かれている。

筆者は、1984 年以前にいわゆる「近未来」モノとして読み、背筋が冷たくなったもの

であるが、当時は、これだけの情報管理、統制は膨大な時間とエネルギーというコスト
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がかかるだろうから、このような構成の国家形成に到達することは実際上難しいのでは

ないかという感想も持っていた。当時から、米国を中心とするエシュロンという取り組

みにおいては、通信傍受の方法により、ほとんどのデータ送信は捕捉、把握、分析、提

供、集積されていたようであるが、特定のもの以外の解析、利用というのは行われてい

なかった、と解されていた。それもコストの問題であったのだろう。 

しかし、2018 年というこの時点で現実を見てみれば、情報の作製、発信、交換、収

集、分類、解析、関連付けに係るコストは著しく低下しており、これらのディストピア

国家類似の国家システムを形成するコストは相当低下している。 

その前提で、これからの世界でのプライバシーの扱いについての議論を早急にしてい

く必要がある。 

米国などにおいては、例えば Facebook の英国での不適切な情報管理に対する批判は

著しく、組織の代表が議会で糾弾され、謝罪をした。これらの国では、今なおプライバ

シー保護という観点が強く意識されているからである。しかし、いまや国によっては、

金融決済、商品発注、情報交換といった個人情報がその所在する国家機構に全て提供さ

れているようになっているという指摘もある。それぞれの国家の枠組み次第では、プラ

イバシーの侵害につながるような情報の公開、独占利用が国家においてなされる状態に

なっている。国際的展開の中でそのような国との取引、決済、情報交換をした場合に、

どの政府がどれだけ、誰の情報を有するようになるかを見極めていく必要がある。 

また、このような変化には、個人の行動の変容も大きく影響している。昔は、「市井

の子供」の考えたことは、仮に何らかの形で綴られたものとなったとしても、それが他

者の目に入ることはほとんどなかった。綴り方コンクール入賞、優秀感想文の表彰と

いった段階に至った極めて数少ない「情報」だけが他者に伝達され、そしてその構図は

その子供が青年になり、更に成年になっても大きく変わることは無かった。発信の機能

が、メディアに独占されていたからである。しかし、今や展開されたネット環境におい

ては、ほとんど全ての「市井の子供」の考えが、瞬時に世間に流れ、言語の壁さえ超え

れば、世界に直ちに展開される状況になっている。しかも、その展開された「考え」自

体の真正さはチェックされていない。 

また SNS において、自らの属性などに係る情報を個人が相当の範囲で自発的に開示

する状況になっており、何がプライバシーかという概念自体も大きく変わってきている。

（この関係では、かなり早い時期、例えば小学生のしかるべき学年から、SNS におい

て発信した属性及び見解といった自己情報はその後、本人の意向に関わらず、完全に消

去することはできない、ということを教示する必要がある。） 

読者欄のみが与えられた発信機会であるといった時代から大きく変容して、このよう

な発信の普遍化が進行していることも、プライバシーの保護に関する議論を大きく変え

ていく。 

                                  （以上） 
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